
令和３年度介護報酬改定等に係る説明会

「制度の安定性・持続可能性の確保」
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理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合について、利用者に対して、理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士による指定介護予防訪問看護の利用を開始した日の属する月から起算して12月を超えて
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定介護訪問看護を行う場合は、１回につき５単位を所定単位数
から減算する。
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【介護予防訪問リハビリステーション】

利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション（新設）利用を開始した日の属する月から
起算して12月を超えて指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場合は、１回につき５単位を所
定単位数から減算する。

【介護予防通所リハビリテーション】

利用者に対して、指定介護予防通所リハビリテーション（新設）の利用を開始した日の属する月か
ら起算して12月を超えて指定介護予防通所リハビリテーションを行う場合は、１月につき次に掲げ
る単位数を所定単位数から減算する。
⑴ 要支援１ 20単位
⑵ 要支援２ 40単位



7



8

介護職員処遇改善加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府
県知事に届け出た指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる
区分に従い、令和６月３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい
ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１） 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 訪問介護費等により算定した単位数の1000分の137に相当する単位数

（２） 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 訪問介護費等により算定した単位数の1000分の100に相当する単位数

（３） 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 訪問介護費等により算定した単位数の1000分の55に相当する単位数

（４） 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) 廃止

（５） 介護職員処遇改善加算(Ⅴ) 廃止



9



10



11



12

療養通所介護費（１月につき） 12,691単
位

療養通所介護費について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け
出た指定療養通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項にきていする指定療養通所介護事
業所をいう。以下同じ。）において、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）について、指定療養通所介
護（指定地域密着型サービス38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、所定単位
数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

療養通所介護費について、入浴介助を行っていない場合は、所定単数の100分の95に相当する単位数を算定
する。また、指定療養通所介護事業所が提供する指定療養通所介護の算定月における提供回数について、利
用者１人当たり平均回数が、月５階に満たない場合は、所定単位巣の100分の70に相当する単位数を算定する。
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「厚生労働省ホームページ」に掲載
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu
ite/bunya/0000121431_00089.html
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【出典】
・ 報酬告示：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示の改正案」
・ 留意事項通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者

保健福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示に関する通知案」
・ 解釈通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「基準省令に関する通知案」
・ 基準省令：各介護サービスの人員、設備及び運営に関する基準

※ なお、本資料中、上記出典からの転記部分について、複数のサービスに係る加算については、該当
するサービス種別から、主なもののみを抜粋して引用しているので、御留意願います。


